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とおり意見を提出する。

算定の基礎となる事項を記載した書類について審査したので、その結果について次の
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財政健全化判断比率について

第1　審査の概要

１　審査の対象

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

２　審査の期間

３　審査の方法

第2　審査の結果

１　総合意見

　　いるものと認められた。

　　　審査に付された健全化判断比率は次のとおりである。

　　　２　個別意見

　　　　

平成29年度 早期健全化基準 財政再生基準

　　　平成30年度決算に係る財政健全化判断比率

　　　令和元年８月５日から令和元年８月1９日まで

─実 質 赤 字 比 率

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定に基づき、市長から審査に

　　必要に応じ関係職員から説明を聴取するなどの方法により実施した。

記載した書類について、適正に作成されているかどうかを主眼として係数の確認を行い、

12.73

付された、平成30年度決算に係る健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を

9.4

74.5

(単位：％）

審査に付された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、

財政指数の算定過程に誤りはなく、算定要素は正確であり、書類は適正に作成されて

　　いずれも適正に作成されているものと認められた。

健 全 化 判 断 比 率
国 の 基 準観 音 寺 市

平成30年度

連 結 実 質 赤 字 比 率 17.73─

20.00

30.00─

─

　　　全ての比率は早期健全化基準を下回っており、特に指摘するべき事項はない。

77.1 350.0

25.09.4

将 来 負 担 比 率

実 質 公 債 費 比 率 35.0

─
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第３　財政指標の状況

１　実質赤字比率の状況

　　　 一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率である。

<算定式>

1,002,665

15,691,617

   一般会計等の実質収支額は 1,002,665千円であり、標準財政規模は 15,691,617千円で

実質収支額が黒字であるため、実質赤字比率は負の値で表示されて-6.38％である。

２　連結実質赤字比率の状況

　　   全会計を対象とした実質赤字額（資金不足額）の標準財政規模に対する比率である。

<算定式>

1,483,995

15,691,617

　全会計の実質収支額の合計は、 1,483,995円の黒字となっていることから赤字は生じて

いないので、連結実質赤字比率は負の値で表示されて -9.45である。

（金額は千円単位で表示）

一般会計等の実質赤字額

標 準 財 政 規 模

×100＝6.38

×100＝9.45

標 準 財 政 規 模

×100

連 結 実 質 赤 字 額
連結実質赤字比率＝ ×100

実質赤字比率＝
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３　実質公債費比率の状況

ある。

＜単年度の算定式＞

実質公債費比率＝ （地方債の元利償還金＋準元利償還金）－（特定財源＋元利償還金・

準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

・平成28年度実質公債費比率

　　3,844,767　－　2,548,964 ×100＝9.57587

　15,783,535　－　2,251,567

・平成29年度実質公債費比率

・平成30年度実質公債費比率

実質公債費比率の算定は単年度算定比の３か年の平均値となっていることから　9.4％である。

（小数点第２位以下は切捨て）

４　将来負担比率の状況

　　   地方自治体全体の会計が将来負担すべき実質的な負担の標準財政規模に対する比率である。

＜算定式＞

将来負担額－(充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在高

将来負担比率＝ に係る基準財政需要額算入見込額）

負債の割合で 74.5％となっている。

　　（金額は千円単位で表示）

算入額）

　49,947,022　－　40,061,428

地方自治体全体の会計が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率で

×100

×100＝9.47695
　15,691,617　－　2,434,019

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額
×100

　　3,817,460　－　2,587,403

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額

×100＝9.15438

　15,691,617　－　 2,434,019

　　3,932,046　－　2,675,630

算入額）

償還に充当する特定財源と地方交付税が措置された部分を除く、自治体が実質的に負担する

自治体全体の会計と一部事務組合等、出資法人等まで含めた将来的な負債のうち、負債の

　15,756,044　－　2,319,223

×100＝74.5
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資金不足比率について

第1　審査の概要

１　審査の対象

２　審査の期間

３　審査の方法

　　に応じ関係職員から説明を聴取するなどの方法により実施した。

第2　審査の結果

1　総合意見

　　るものと認められた。

　　　審査に付された資金不足比率は次のとおりである。

               (単位：％）

　　　2　個別意見

平成29年度

公 共 下 水 道 事 業

観音寺市の資金不足比率

財政指数の算定過程に誤りはなく、算定要素は正確であり、書類は適正に作成されてい

　　　平成30年度決算に係る資金不足比率

　　　令和元年８月５日から令和元年８月19日まで

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第22条第１項の規定に基づき、市長から審査

に付された、平成30年度決算に係る資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を

記載した書類について、適正に作成されているかどうかを主眼として計数の確認を行い、必要

─

20.0─

─

─

審査に付された下記、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、

    いずれも適正に作成されているものと認められた。

経営健全化基準
特 別 会 計 の 名 称

平成30年度

国の基準

航路事業、公共下水道事業、農業集落排水事業の全ての事業について、資金不足額は

　　　発生していないので、特に指摘すべき事項はない。

── 20.0

20.0航 路 事 業

農 業 集 落 排 水 事 業
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第３　資金不足比率の状況

公営企業の資金不足額を、公営企業の事業規模と比較し、経営状況の深刻度を示すものである。

＜算定式＞

・　航路事業

　 　  資金の不足額は生じていないので、表示は　｢－」　である。

・　公共下水道事業

　 　  資金の不足額は生じていないので、表示は　｢－」　である。

・　農業集落排水事業

　     資金の不足額は生じていないので、表示は　｢－」　である。

資金不足比率＝ ×100
資金の不足額

事業の規模
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